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研究成果の概要（和文）：有機栽培体系において、未利用廃棄物であるポリシリカ鉄浄水発生土

と他のケイ酸資材は、水稲の収量、外観品質を向上させ、斑点米被害を低下させ、ケイ酸施用

は根の量と活性を増加させた。さらに、ポリシリカ鉄浄水発生土は酸化鉄供給によって、水田

からのメタン放出量を低下させる可能性を示めした。これらの結果より、PSI 浄水発生土およ

びケイ酸資材の施用が環境保全型水稲生産体系の重要な要素技術になりうると結論した。 

 
研究成果の概要（英文）：Application of poly-silicate iron (PSI) sludge derived from water 
purification plants, unused waste, improved rice yields and brown rice quality, and 
decreased pecky rice damage caused by rice-feeding bugs in the organic rice farming system. 
PSI sludge and silicate application were effective in increasing rice root elongation 
and activity. PSI sludge showed the potential of decreasing methane emission in the 
organic-applied paddy soils. Application of PSI sludge and silicate fertilizer can 
contribute to establish the technology of environment-friendly paddy agriculture. 
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１．研究開始当初の背景 
 近年わが国では、農薬・化学肥料を削減あ
るいは全く使用しない環境保全型農業（減農
薬・減化学肥料栽培や有機栽培）が急速に展
開しつつある。この栽培体系では、水稲生育
に最も大きく影響する窒素源として堆肥や

有機質肥料などの有機物が使用される。有機
物による窒素供給は分解を経て緩やかに起
こるために、特に生育初期の窒素供給は、化
学肥料を使用した場合（慣行栽培）に比べて
低い。さらに、湛水条件下での有機物施用は
有機酸の生成や還元環境で硫酸イオンから
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生成される硫化水素によって、水稲根の養分
吸収や伸長が阻害される可能性がある。これ
らの２つの要因が慣行栽培体系に比べて環
境保全型水稲生産体系で茎数（穂数）が少な
く、収量性が低い主要な土壌肥料学的な原因
と考えられる。PSI（ポリシリカ鉄）は近年
我が国で開発された新規の凝集剤であり、従
来のポリ塩化アルミニウム凝集剤を用いた
浄水発生土は Al によるリン酸固定など、農
業利用しにくい難点をもつ。これに対して、
PSI 浄水発生土はケイ酸資材としてのみなら
ず、酸化鉄供給による還元環境下でのメタン
生成抑制や根生育の改善に有効な資材とし
て資源化が可能と考えられる。浄水場発生土
の農業分野での資源化は、廃棄コスト削減、
未利用廃棄物の有効活用という観点から、重
要である。 低窒素供給による生育制限に対
する対策技術として、慣行栽培体系で確立さ
れてきた、ケイ酸施用による窒素生産効率の
向上技術（宮森：土肥誌，1996）の適用が考
えられる。ケイ酸施用は水稲の病害虫抑制に
効果的である（竹内：北日本病害虫研報，1997）
ことからも、農薬使用を削減する環境保全型
水稲生産体系においてケイ酸による水稲の
生産安定化技術を構築することは大きな意
義がある。 

 

２．研究の目的 
 本研究では、新規の浄水場廃棄物であるポ
リシリカ鉄凝集剤による浄水発生土（PSI 浄
水発生土）の施用が環境保全型水稲生産にお
ける収量・品質の安定的向上、環境保全効果
の増強に有効であるかを明らかにする。その
ために、PSI浄水発生土の施用が、（１）有機
栽培体系における収量・外観品質の向上、（２）
湛水、有機物施用条件での根環境の改善、（３）
有機物施用下の水田におけるメタン放出量
抑制、に有効であるかを明らかした。 

                                                    

３．研究の方法 
（１）有機栽培体系におけるPSI浄水発生土
およびケイ酸資材の水稲収量、品質に対する
効果 
 東北大学大学院農学研究科附属複合生態
フィールド教育研究センター（宮城県大崎市）
の黒ボク土水田圃場（36m×8m、3圃場＝3反
復）に 30m２の４処理区（資材無施用区、PSI
発生土施用区、鉱さい質ケイ酸肥料施用区、
シリカゲル施用区）を設定し、2010〜2012年
（3年間）、水稲（品種ひとめぼれ）の栽培試
験を行った。資材は同所に同じ資材を毎年施
用した。鉱さい質ケイ酸肥料（ケイカル）は、
標準施用量（200g/m2）とし、可溶性ケイ酸
（0.5M塩酸可溶ケイ酸）がこれと同量となる
ように、PSI浄水発生土（毎年、乾物重で633
〜912g/m2）とシリカゲル（可溶性ケイ酸90％
として、毎年61〜78g/m2）を施用した。栽培

管理は有機栽培（農薬・化学肥料不使用）体
系で行い、有機質肥料（2010年：有機アグレ
ット、2011-2012 年：スズカ有機）は全窒素
で7g/m2（基肥5＋追肥2）とし、リン酸とカ
リは 3.5〜7g/m2 であった。水稲の生育調査、
収量調査、玄米の外観品質調査、養分濃度測
定を行った。供試したPSI浄水発生土の性質
を表１に示した。 

 
（２）PSI 浄水発生土、ケイ酸肥料の水稲根
系に及ぼす影響 
 ① 2011 年に枠栽培試験をおこない、水稲
の生育・収量および根の現存量・発生量につ
いて調査をおこなった。上述の（１）の圃場
の隣接水田に 28cm 四方の枠を設置して、そ
の枠内に水稲（ひとめぼれ）2株を移植した。
処理としては有機質肥料を 7 gN/m2 となるよ
うに施用した「有機質肥料区」とPSI浄水発
生土を1.5 kg/m2施用した「有機質肥料＋PSI
施用区」を設けた。水稲の生育と最高分げつ
期の根系の現存量と根の発生量を調査した。 
② 水稲根系に対するケイ酸の効果を水耕
栽培で検証した。「対照区」、「ケイ酸施用区」
ともに肥料として市販の液肥肥料を十分量
(1Lあたり N:120mg、水溶性P2O5:200mg、水溶
性 K2O:100mg)を施用し、ケイ酸施用区には
2mM/L となるようにケイ酸カルシウムで施用
した。水耕液は3日に一度交換した。播種後
57日のイネ（ひとめぼれ）のポット苗を用い
て、24日間栽培した後に、地上部乾物重、出
液速度、根乾物重、S/R比(地上部/地下部比)、
全根長、細根長(直径 0.2mm 以下の根系)、
TTC(トリフェニルテトラゾリウムクロライ
ド)活性(根の酸化力で根の活力の指標、根長
のうち発色した部分の割合)を測定した。 
③ 上述の（１）の 2012 年度の圃場栽培試
験の各処理区それぞれから最高分げつ期に
地下部を採取して根重、全根長および直径別
の根長を測定し、比根長および根の分岐度合
(細根長を節根長で割ったもの)を算出した。 
 
（３）有機施用水田におけるメタン放出量に
対するPSI浄水発生土の抑制効果 

  
 上述の（１）の圃場の隣接水田に28cm四
方の枠を設置して、その作土15cmを酸化鉄

表１　供試したPSI浄水発生土の性質

可溶性ケイ酸 全窒素 全炭素 遊離酸化鉄

2010年、2011年 108 4.92 42 175

2012年 77 4.05 31 385

g/kg

表２　供試土壌の有機物含量と酸化鉄含量

全炭素 遊離酸化鉄

鶴岡 山形県鶴岡市 灰色低地土 25.5 3.7

古川１ 宮城県大崎市古川新田 灰色低地土 16.7 8.4

古川２ 宮城県大崎市古川大幡 グライ低地土 28.1 21.3

g/kg
土壌 土壌分類採取地



含量の異なる3つの沖積土壌（表２）で交換
し、水稲（ひとめぼれ）2株を移植して、栽
培試験を2012年に行った。慣行量の農薬と
化学肥料（N-P2O5-K20=7-7-7 g/m

2）を使用し
たが、環境保全型農業の基本となる堆肥（牛
ふん堆肥、乾物で500g/m2）を施用した。 
 処理は、3土壌にPSI浄水発生土（表１の
2010、2011年に使用した発生土と同様）を乾
物重で0、2、4 kg/m2、作土全層に混和し、3
反復分を乱塊法で配置した。PSI浄水発生土
は2012年に施用した処理区（施用1年目）
と前年に施用して栽培を行った土壌を次年
度そのまま使用した処理区（施用2年目）を
設定し、作土（5cm深さ）の酸化還元電位（Eh）
とメタンフラックス（2週間ごと）の測定を
行った。 
 
４．研究成果 
（１）有機栽培体系におけるPSI浄水発生土、
ケイ酸資材の水稲収量、品質に対する効果 

*異なる文字は多重比較（Tukey法、5％水準）

で有意差があることを表す。表3、4の（ ）

内の数値は、無施用区に対する割合（％）を

表す。 

① 収量とケイ酸濃度 
 玄米収量は3カ年とも、資材無施用区に対
して、PSI 浄水発生土区、2 つのケイ酸資材

施用区で増加する傾向を示した（5％水準で
の有意差はなし、表 3）。3 カ年とも、3 つの
資材施用区において総籾数が無施用区と同
等以上であるにも関わらず登熟歩合が増加
し（整粒歩合も増加する傾向を示した。デー
タ省略）、特に登熟期間が高温で推移した
2010年は、ケイ酸資材施用によって登熟歩合
が3カ年のうち最も大きく向上した。これは、
稲体ケイ酸濃度が増加したことが原因と考
えられる。事実、成熟期の茎葉と籾のケイ酸
濃度は、PSI 浄水発生土区と 2 つのケイ酸資
材施用区で有意に増加した（表4）。 
  
 以上の結果は、ケイ酸吸収を増加させるこ
とによって、登熟歩合と整粒歩合の増加を通
じて有機栽培水稲の玄米収量を高めること
ができることを示唆する。登熟期間が高温の
場合に、この効果が顕著に作用したことから、
PSI 浄水発生土を含むケイ酸資材は有機栽培
水稲の収量安定化に寄与すると考えられた。 

 

② 玄米の外観品質と斑点米発生 

 
 出穂後20日間の平均気温が24-26℃以上で
は高温障害による玄米の白未熟粒割合が増
加する（近藤、2005）。2010 年は、このよう
な条件であったが、ケイ酸資材施用区で白未
熟粒割合が無施用区の 67-87％に低下した。
さらに、アカスジカスミカメなどの吸汁によ
って発生する斑点米は籾のケイ酸濃度と負
の関係を示し、斑点米発生が最も多かった
2012年では 10％水準で有意な関係（R2=0.93）
を示した（図１）。 
 PSI 浄水発生土は、土壌溶液中のケイ酸濃
度を高めたこと（図 2）ことからも、ケイ酸
供給能をもつことが明らかである。 
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図１ 籾ケイ酸濃度と斑点米率 
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図2 土壌溶液ケイ酸濃度の推移 
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表３　玄米収量および収量構成要素

玄米収量 総籾数 登熟歩合 千粒重

	
  g

	


  m⁻

²

	
  ×

1

0³粒	 
  m⁻

²

	
  ％ 	
  g

	


  10³ 粒⁻¹

対照区 394 23.2 80.7 22.8

ケイカル区 (108) (100) (107) (100)

シリカゲル区 (104) (101) (108) (100)

PSI区 (108) (100) (108) (102)

対照区 526 26.4 88.5 22.5

ケイカル区 (102) (102) (101) (100)

シリカゲル区 (101) (102) (101) (99)

PSI区 (103) (103) (101) (100)

対照区 546 27.7 89.6 22.0

ケイカル区 (103) (99) (102) (101)

シリカゲル区 (107) (104) (103) (101)

PSI区 (104) (101) (101) (101)

処理区

2010年

2011年

2012年

表４　成熟期水稲の茎葉、籾のケイ酸濃度（％）

対照区 9.9 (100) b 3.3 (100) a

ケイカル区 10.9 (110) ab 3.6 (108) a

シリカゲル区 11.8 (119) a 3.4 (103) a

PSI区 10.4 (105) b 3.4 (104) a

対照区 9.6 (100) b 2.58 (100) b

ケイカル区 10.5 (109) b 2.72 (105) ab

シリカゲル区 13.5 (141) a 3.02 (117) ab

PSI区 10.5 (109) b 2.61 (101) b

対照区 9.5 (100) b 3.1 (100) b

ケイカル区 10.4 (109) b 3.4 (108) ab

シリカゲル区 12.8 (135) a 3.6 (115) a

PSI区 13.1 (138) a 3.7 (119) a

2010年
籾

2011年

2012年

処理
茎葉



 ケイ酸濃度が増加すると、稲体の水利用効
率が高まり、光合成能の増加を通じて登熟歩
合が高まること（宮森、1996）、玄米窒素濃
度の低下により食味が向上すること（内村ら、
2000）、登熟期間の高温ストレス耐性が高ま
り、白未熟粒発生が抑制されること（金田ら、
2010）、斑点米率が低下すること（安田・永
田、2005）が報告されている。  
 
 これらの水稲に対するケイ酸資材の効果
は慣行栽培体系で得られた結果である。本研
究の結果から、ケイ酸資材の施用が有機栽培
体系においても水稲の玄米収量と品質の向
上、高温耐性強化に有効であり、特に有機栽
培で求められる害虫被害軽減に有効である
ことが明らかとなった。さらに、PSI 浄水発
生土は、既存のケイ酸資材（鉱さい質ケイ酸
肥料、ケイカル）と同等以上にケイ酸供給能
をもつことが明らかとなった。 
 
（２）PSI 浄水発生土、ケイ酸肥料の水稲根
系に及ぼす影響 
① 2011 年枠試験における根の現存量と発
生量の調査では、有機質施用にPSI浄水発生
土を加えた場合、最高分げつ期前後の根の発
生量が増加した。  
 

表５ 枠栽培試験における新根発生量 

 

*は 5 %水準で有意な差異があることを示す。 

 
② 水耕栽培でイネ根系へのケイ酸施用効
果を調査した結果、地上部乾物重、全根長の
どちらも 10%水準で有意な効果が認められた。
S/R比および全根長に占めるTTC発色には5%
水準で差異が認められ、細根長はケイ酸施用
区では1%水準で有意に大きかった。これらか
ら、ケイ酸を施用すると細根長が増加し、根
の活力があがる可能性が示唆され、それが水
稲の生育にも影響する可能性も考えられた。 
 

表６ 水耕栽培における水稲根系 

 

†、 *、**はそれぞれ10、5、1 %水準で有意

な差異があることを示す。Nsは有意差なし。 

 
③ 圃場におけるケイ酸肥料の添加が水稲

根系に与える影響については、全根長に有意
な差異は認められなかったが、細根長にはケ
イ酸施用の効果が認められた。また細根の多
寡と関係する比根長および根の分岐の程度
にも有意な効果が認められた。 
 さらに、細根の伸長促進効果は、シリカゲ
ル施用区でみられ、PSI 浄水発生土施用区で
はみられなかったことから、本実験条件では
PSI 浄水発生土の酸化鉄による根の生育環境
改善効果は確認できなかった。 
 

表７ 最高分げつ期における水稲根系 

 
†、 *、**はそれぞれ10、5、1 %水準で有意

な差異があることを示す。 

 
 以上の結果より、有機栽培においてケイ酸
施用により、水稲根系が拡大される可能性が
示唆され、特に細根が大きくなると考えられ
た。その効果はPSI浄水発生土の施用によっ
ても期待されると考えられる。 
 
（３）有機施用水田におけるメタン放出量に
対するPSI浄水発生土の抑制効果  
 
  

コントロール 226.5 33.4 6.9 1348 625 45.4

ケイ酸添加 255.7 33.0 7.9 1479 740 55.6

† ns * † ** *

処理
地上部乾
物重(mg)

全根長
(cm)

 TTC発色
割合(%)

根乾物重
(mg)

S/R比 細根長
(cm)

直径別根長

<0.1

(cm/cm3) (cm/cm3) (m/g)

コントロール 56.9 31.0 289 3.16

シリカ 63.6 36.4 307 3.61

ケイ酸 53.6 28.9 276 3.13

PSI 51.1 27.0 270 3.06

LSD0.05 7.78* 36.1† 0.294**

処理 根長密度 比根長
根の分岐程度

(細根長/節根長)
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図3 メタンフラックスの推移 
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 メタンフラックスは、PSI 浄水発生土の施
用によって施用1年目区では減少せず、酸化
鉄含量の少ない鶴岡土壌では増加する傾向
を示した（データ省略）。施用2年目区では、
PSI 浄水発生土の施用によって、鶴岡土壌で
は変化がなかったが、酸化鉄含量の多い古川
1 土壌（図 3）、古川 2 土壌（図 4）で減少す
る傾向を示した。栽培期間中の総メタン放出
量（図5）は、施用2年目の古川1、2土壌で
PSI浄水発生土の施用によって低下した（5％
水準で有意差はなし）。 
 

 
 古川 1、2 土壌においては、栽培期間中の
作土の酸化還元電位がPSI浄水発生土の施用
によって高い値を示した（図６、施用2年目
の古川2土壌のみ示した）。このことは、PSI
浄水発生土によって、作土が相対的に酸化的
に維持されたことを表わす。 

  
 土壌中の酸化鉄が電子受容体となる反応
（酸化鉄の還元）は、メタン生成菌によるメ
タン生成反応よりも先に生じるため、土壌還
元の進行に抑制的に作用するとされている
（八木、2004）。PSI浄水発生土の施用によっ
て電子を受容できる（容易に還元される）酸
化鉄が増加し、その還元反応に多くの電子が
受容（消費）されたために、作土は相対的に

酸化的に推移し、メタン放出量が減少する傾
向を示したと考えられる。 
 
○PSI 浄水発生土のメタン放出抑制効果が発
揮される条件 
 以上の結果より、PSI 浄水発生土のメタン
放出におよぼす効果は、施用後年数と土壌に
よって異なることが明らかとなった。このこ
との理由とPSI浄水発生土のメタン放出抑制
効果が発揮される条件を考察した。 
 Jäckel et al.(2005) は、合成した酸化鉄
（フェリハイドライト）を添加して土壌の易
還元性鉄が2.5 g/kgから 5.0 g/kg に増加し
た場合に、水田からのメタン放出が抑制され
たことを報告している。PSI 浄水発生土の
4kg/m2の施用は、（作土 15cm、仮比重 0.8 と
した場合、1m2 の作土の土壌重量は 120kg）、
土壌の酸化鉄含量（Fe）を 5.8 g/kg 増加さ
せたはずである。少なくとも、この遊離酸化
鉄の50％は還元されると考えられるので、い
ずれの土壌においてもPSI浄水発生土4kg/m2

の施用によってメタン放出が抑制される易
還元性酸化鉄が供給されたはずである。 
 しかしながら、PSI 浄水発生土施用 1 年目
では、いずれの土壌ともメタン放出量は低下
せず、鶴岡土壌では増加傾向を示した。施用
2 年目では、鶴岡土壌ではメタン放出量が低
下しなかった。これは、PSI 浄水発生土が易
還元性酸化鉄とともに、有機物（全炭素含量
で 42 g/kg）を含むために、発生土の施用は
還元抑制（酸化鉄）と還元促進（有機物）の
両面をもつためである。そのために、施用 1
年目は施用された有機物の分解と酸化鉄の
還元が拮抗し、メタン放出量は低下しなかっ
たと考えられる。施用2年目においては、PSI
浄水発生土の易分解性有機物の多くが分解
したために、酸化鉄含量の高い古川 1、2 土
壌では、土壌の酸化鉄とPSI由来の酸化鉄に
よる電子受容が土壌有機物分解による電子
供給を一時的には勝ったために、メタン放出
量が減少したと考えられる。鶴岡土壌のよう
に、酸化鉄含量の少ない土壌に対しては、さ
らに多くの酸化鉄添加がメタン放出量を抑
制するためには必要と考えられる。 
 以上の結果より、遊離酸化鉄が 8.4 g/kg
以上の土壌においては、PSI 浄水発生土の施
用（遊離酸化鉄=175 g/kg の場合は、4kg/m2

以上）によって、施用2年目以降はメタン放
出量が抑制されることが期待できる。今回用
いたPSI浄水発生土の鉄含量は高くなく、表
2 にあるように酸化鉄含量がさらに高い PSI
浄水発生土（385g/kg）も存在する。このよ
うな PSI 浄水発生土を用いることによって、
メタン放出抑制効果を高めることが可能と
考えられる。 
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○本研究の結論 
 環境保全効果の高い有機栽培体系におい
て、未利用廃棄物で、酸化鉄とケイ酸を含む
ポリシリカ鉄浄水発生土、および既存のケイ
酸資材は、水稲の収量を増加させ、高温登熟
による白色未熟粒の発生を抑制して外観品
質を向上させ、カメムシ吸汁による斑点米被
害を低下させる可能性が示唆された。これら
は、稲体のケイ酸濃度上昇による効果と考え
られ、さらに本研究の結果より、ケイ酸施用
によって、水稲根の量と活性が増加すること
からも水稲の生産安定性が向上すると考え
られた。さらに、ポリシリカ鉄浄水発生土に
含まれる易還元性酸化鉄の還元抑制効果に
よって、酸化鉄含量が中位以上の水田を低メ
タン型の土壌に改良できると考えられた。 
 以上の結果を総合して、PSI 浄水発生土お
よびケイ酸資材の施用は、環境保全型水稲生
産体系の重要な要素技術になりうると結論
した。 
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